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1. はじめに 
 

地域公共交通の利用者はモータリゼーションの進展

により年々減少している。特に地方部では人々の移動は

マイカーに大きく依存しており、過疎化の進展もあって、

地域公共交通を営利事業として成立させることが困難で

あり、また公的補助にも限界がある。一方、高齢社会の

到来により、高齢者の移動手段確保のために地域公共交

通が果たす役割は増大するであろう。このため、財政負

担を抑えつつ、地域の実情に合った、利便性が高く効率

的な地域公共交通の供給方法の開発が必要である。その

試みとして近年、路線バスに代えて、乗合タクシーのよ

うに小型車両を用いた「少量乗合運送サービス」によっ

て地域公共交通を確保する事例が増えつつある。 
本研究では、公共交通の需要が希薄な地域における

少量乗合運送サービスの導入可能性について検討するた

めのシミュレーション手法を構築することを目的とする。

そのために、実際の地域を対象として、少量乗合運送サ

ービス導入による利用意向の変化に関するアンケート調

査を実施する。その結果を踏まえて導入に伴う運行経費

の変化や、DRT（Demand Responsive Transport）の形態

を採用した際に必要となる車両台数・対応可能な利用者

数などについて、シミュレーションを用いて検討する。 
 

2. 少量乗合運送サービスに関する既往研究 
 
少量乗合運送サービスの特徴は、既報 1)において整理

している。少量乗合運送サービスに関する既往研究は、

DRT を対象とするものがほとんどである。竹内ら 2)は、

DRT の運行経費分析を実施し、既存バス廃止後の代替

公共交通システムを費用の面から評価している。上島ら
3)は、予約デマンドに対する車両割り当てアルゴリズム

を用いて、所与の需要に対する DRT サービスレベルを

検討している。吉田ら 4)は、人口高密度地区への DRT
導入事例について利用者特性を分析し、導入特性をシミ

ュレーションと実験運行データから検討している。野田

ら 5)は、シミュレーションによってデマンドバスと従来

の路線バスとの利便性と採算性の比較を行っている。こ

れらは、仮想の地域における DRT 運行シミュレーショ

ンによって DRT の特性などを把握するものである。実

際の地域を対象として、路線バスの代替交通機関として

の少量乗合運送サービス導入可能性を検討している研究

は見あたらない。 
本研究では、実際の地域を対象として、既存路線バ

スに代えて少量乗合運送サービスを導入することが可能

かどうかを明らかにするためのシミュレーション手法を

開発する。その際、現在の路線バスの利用状況や、地域

住民の利用意向を考慮することに重点を置く。 
既報 1)で指摘した通り、路線バスの代替交通機関とし

ての小型車両導入可否を判断する重要なポイントは、路

線毎の利用特性や需要発生のピークを把握することであ

る。本研究では、これらを考慮したシミュレーションモ

デルを構築する。 
 

3. 対象地域の概要とシミュレーションの諸設定 
 

(1) 対象地域・路線の概要 
愛知県田原市西部（旧渥美町）を分析対象地域とす

る。大規模農業が展開されており、人口がまばらなため、

住民の移動のほとんどがクルマに依存しており、公共交

通利用は非常に少ない。対象地域の基本指標・公共交通

網を図-1および表-1に示す。対象地域内には路線バス2
路線、コミュニティバス1路線、福祉バスが存在してい

るが、今回はこの中でも地域の基幹路線であり、国庫補

助路線にも指定されている豊鉄バス伊良湖本線を対象と

する。 
伊良湖本線の利用者数は、田原駅前(中心部：C)～保

美（周辺集積地区：S）間が1便あたり14.0人であるのに

対し、保美（S）～伊良湖岬（縁辺部：E）間は1便あた

り1.8人と極端に少ない。そこで、少量乗合運送サービ

スへの切り替え区域として、S～E間とその周辺地区を



 

 
図-1 田原市の人口分布と公共交通網(円内が対象地区) 

 
表-1 愛知県田原市西部（旧渥美町）の基本指標 

人口 21,378人（市全体：66,743人） 
面積 82.18km2（市全体：188.58km2） 

高齢化率 24.9%（市全体：19.9%） 

 
表-2 アンケート調査概要 

対象 バス利用者 
（高校生除く） 公共交通非利用者 

路線 
場所 

豊鉄バス伊良湖本線 
コミュニティバス 
福祉施設送迎バス 

あつみライフランド 
（福祉施設） 

あつみショップレイ 
（買物施設） 

実施日 2008年1月21日～23日（3日間） 

方法 対話式アンケート 

内容 

各LOSの設定およびDRTに対する利用意向 
運賃・運行本数・乗り継ぎ・バス停近さ・ 

電話予約・現在の利用状況 
バス利用者には現在の利用状況 

サンプル

数 43 40 

 
表-3 各種パラメータの推計結果 

中心部への移動

需要を表す 
パラメータα

集積地区と 
中心部との 
移動需要比λ

乗継抵抗 r 予約抵抗d 

0.0013 1.78 0.9 0.8 
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図-2 LOSの変化によるコミュニティバス利用者の利用意向（頻度）の変化 

設定する。また、少量乗合運送サービスの導入に併せて、

エリア型デマンド運行を実施した場合の影響についても

検討する。 
 

(2) 需要発生モデルと利用意向調査 
需要発生については、従来の路線バスに代えて少量

乗合運送サービスを導入することによる利用状況変化の

モデルを既報 6)で構築しており、これをバス路線・人口

などのデータを用いて拡張したものを用いる。 
モデルを実際に適用するためには、導入後のサービ

スの変化が、利用意向に及ぼす影響を把握することが必

要である。そこで、公共交通利用者と公共交通非利用者

を対象に、表-2に示すアンケート調査を行っている。 
得られた回答から、LOS（運賃・運行本数・DRT導

入）の変化による利用意向の変化を、現状の1人あたり

利用回数に対する比率として算出する。このうち、コミ

ュニティバス利用者の利用意向の変化を図-2に示す。利

用意向は運賃の変化による影響を大きく受ける一方、運

行本数増にあまり影響を受けないことが分かる。また、

DRTの導入による予約抵抗パラメータdは、自宅前乗車

による利便性向上により相殺されることが分かる。 
さらに、対象地区内を現在運行しているコミュニテ

ィバスについて、利用者の沿線人口に対する割合を求め、

それを用いて、中心部への移動需要を表すパラメータα
および集積地区と中心部との移動需要比λを算出する。

乗継抵抗・予約抵抗も併せた各パラメータの推計値を表

-3に示す。 
 

(3) シミュレーションのシナリオとフロー 
シミュレーションのフローチャートを図-3 に示す。

以下、各項目について説明する。 
a) 導入シナリオの設定 
本研究では表-4 に示す 3 つのシナリオを検討する。

対象地域内において公共交通需要が見込まれる O/D の

ほとんどは各地区～S 付近であることと、C へ行く利用

者も、シナリオ 1・2 では S で乗継となり、シナリオ 3
の場合は S～C 間は既存路線と同経路を走行すると仮定

していることから、シミュレーションにおいて起終点は

Sと設定する。 
b) 需要発生 

DRT 導入の場合、バス停勢圏人口から前節で推計し

たパラメータを用いて、エリア内のメッシュから人口が



 

多いほど頻度が高くなるように需要を発生させる。これ

をデマンド数と呼ぶ。デマンド数は、同地点で複数名が

乗降しないとした場合に車両が立ち寄らなければならな

いポイントの数を表す。実際には乗車客と降車客が存在

するため、デマンド数の約半分が利用者数と考えられる。 
1 日あたり総デマンド数を、既存路線バスの時間帯別

利用者数に従って各時間帯に配分することで、各サービ

ス利用者の需要発生時間変動を表現している。なお、

DRT 利用には予約が必要であることから、毎日利用す

る通勤・通学客は対象外としている。 
定時定路線であるシナリオ 1 の場合、ダイヤが固定

されるため、運賃による利用者数の変化は配車に影響を

及ぼさないが、DRT であるシナリオ 2・3 の場合、運賃

による利用意向の変化が配車に大きな影響を与えるため、

E～S 間が 100 円と 200 円の場合（S～C 間は現状と同

じ）を考え、それぞれの場合に期待されるデマンド数を

算出する。シナリオ 2 の結果を図-4 に、シナリオ 3 の

結果を図-5にそれぞれ示す。 
c) 配車 
定時定路線区間については、現在のダイヤに従うも

のとする。 
DRT の配車方法は、発生需要に対してリアルタイム

に配車するのではなく、1 時間に 1 運行することとする。

車両はその時間帯のデマンド発生ポイントを経由して起

点から終点まで最短経路を走行するものとする。その際、

平均旅行速度（30km/h）と、1 運行あたりの最大所要時

間（60 分）を制約条件として与える。この制約条件の

下で車両 1 両がデマンド数を捌いて帰還する確率が

80%を下回る場合（デマンド数：4）の時間帯には、運

行エリアを分割して増車を行うものする。なお、デマン

ド発生、配車シミュレーションには MicroCity7)を用いた。 
d) 運行経費単価 
シミュレーションから、車両の総運行距離が算出さ

れることから、これにキロあたりの運行経費単価（バス

車両：333.67 円 8）、小型車両：200 円）を乗じることで

総運行経費を算出する。なお、小型車両のキロ単価はバ

ス車両の6割と仮定した設定である。 
前述の通り、エリア内のデマンド発生ポイントはラ

ンダムに発生させることから、デマンド数毎に500回試

行を行い、車両走行距離の平均値を算出して、運行経費

単価を乗じることで運行経費を算出する。 
 

4. シミュレーション結果とシナリオ間の比較 
 

(1) 運行経費 
前章(3) a)で述べた1)～3)の各シナリオについて、それ

ぞれ30日分のシミュレーションを行い、運行経費を比較

した結果を図-6に示す。 
定時定路線運行のまま小型車両を導入することによ

る経費削減効果を確認するために、現状とシナリオ1の
運行経費を比較すると、運行本数を現状と同じ1時間に1
便とした場合、運行経費を約100万円抑制できることが

わかる。また、運行本数を1時間に2便と倍増した場合に

は、現状より運行経費は約40万円増加するものの、その

度合いを上回るサービスレベル向上が得られる。 
次にDRT導入時の経費の変化を、シナリオ2・3から
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図-4 シナリオ2の期待デマンド数         図-5 シナリオ3の期待デマンド数 
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図-3 シミュレーションのフローチャート 
 

表-4 各シナリオの設定 
シナリオ1 

（末端部小型車両化）

既存路線バスの S～E 間の車両を小型車両に

置き換え。C～E間の利用者はSで乗継 

シナリオ2 
（末端部DRT化）

S～E 間にエリアカバー型の DRT を導入し、

C～S 間の路線バスと結節。C～E 間の利用者

はSで乗継 

シナリオ3 
（直通DRT化） 

S～E 間にエリアカバー型の DRT を導入し、

それを C まで直通運行（C～S 間は路線バス

も運行） 



 

比較する。シナリオ2（末端部DRT化）の場合、各運賃

時に想定されるデマンド数（E～S間100円時：50、E～S
間200円時：20）であれば運行経費を現状より削減でき、

対象地域におけるデマンド数が60程度までであれば現状

の運行経費の範囲内で運行可能である。 
シナリオ3（直通DRT化）の場合、現状より運行経費

を削減可能なデマンド数は50程度までであり、運賃がE
～S間100円（デマンド数53）の場合、経費面で不利と

なる。運賃がE～S間200円（デマンド数23）の場合、経

費面で有利となるが、シナリオ3では、デマンド数の変

化が運行経費に及ぼす影響が大きいことから、利用者数

が増加した場合、大幅な経費増となる可能性もある。 
 

(2) 必要車両数 
前節の運行経費は、キロ単価を用いて算出している

が、実際には車両数の増加に伴って、車両償却費や新た

な運転手の雇用などにより、キロ単価に含まれない追加

的費用が必要となる。そこで、必要車両数を算出する。 
現状やシナリオ1のような定時定路線運行の場合、ダ

イヤの組み方によって必要車両数が決まるが、DRTと
なるシナリオ2・3の場合は、前章(5) d)のように設定し

ているため、デマンド数によって必要車両数が変わる。 
図-7に日あたりデマンド数と必要小型車両数との関係

を示す（時間帯によるデマンド数の変動は考慮せず）。

シナリオ3（直通DRT化）の場合、デマンド数の変化の

影響が大きいことが見て取れる。一方、シナリオ2（末

端部DRT化）の場合は、日あたりデマンド数が70程度

までであれば、定時定路線であるシナリオ1と必要車両

数は2両で変わらないほか、デマンド数が30程度までで

あれば、1両しか必要ない。 
 

5. まとめ 
 
本研究では実際の地域を対象に、現在の路線バスの

利用状況や、地域住民の利用意向を考慮して、既存路線

バスに代えて少量乗合運送サービスの導入が可能かどう

かを検討するためのシミュレーションを行った。 
その結果、1)利用意向は運賃の影響を大きく受ける一

方、運行本数や乗継の影響は比較的小さい、2)DRTの導

入は、デマンド数によっては必要車両数が増加する可能

性があるものの、一定のデマンド数（シナリオ2：60、
シナリオ3：50）までであれば、運行経費の削減とサー

ビスレベル向上が両立できる可能性がある、ことが明ら

かとなった。 
今後は、本研究で構築したシミュレーション手法を

一般化し、他の地域にも用いることができる汎用的なシ

ステムとすることが可能かどうか検討を行う予定である。 
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